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要旨：従来の混合構造(柱 RC 梁 S 構法)の設計法における柱と梁の断面せい比の適用範囲(現状の適用範囲 1.0

≦Dc/Db≦1.4)を拡大するために，断面せい比の小さい範囲(Dc/Db=0.75,0.90)を対象とした構造実験を行い，

当該構法の構造性能を確認した。さらに，従来の設計体系を基本とし，柱梁接合部の設計法を提案した。そ

の結果，柱梁接合部の耐力は，断面せい比およびコンクリート強度に関する項について低減係数を導入する

ことにより従来の設計体系との連続性が確保できた。さらに，3 次元有限要素法による解析を行い，荷重変形

および柱梁接合部内部の応力状態を良好に評価可能であることを確認した。 

キーワード：混合構造，柱梁接合部，柱 RC 梁 S，構造実験，3 次元有限要素解析，断面せい比 

 

1. はじめに 

 柱 RC 梁 S 構法 1)～4)は，圧縮に強い鉄筋コンクリー

ト造柱(RC 柱)と，大スパン化が可能となる鉄骨造梁(S

梁)で構成される混合構造である。従来この構法では，

柱せい Dc と梁せい Db の比(以下，Dc/Db と呼ぶ)が 1.0

～1.4 の範囲に制限されており，Dc/Db が 1.0 より小さ

い柱梁接合部に関しては既往の研究はないのが現状で

ある。しかし，近年の建物では，意匠面および空間の

有効活用の面から柱断面の縮小が求められる一方で，

大スパン化に伴い梁せいが大きくなる傾向にあり，当

該構法においてもDc/Dbの適用範囲の拡大が求められ

ている(図－1)。  

 そこで，本研究では柱 RC 梁 S 構法の設計法 1)～4)に

おける柱断面のスリム化を目的として，断面せい比

Dc/Db=0.75,0.90 を対象とした構造実験を行い，接合部

に関する修正設計式の提案を行った。さらに，3 次元

有限要素法による解析を行い，荷重変形関係および柱

梁接合部の応力伝達機構について検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 構造性能確認実験 

2.1 試験体 

試験体は柱および梁の反曲点位置までをモデル化

した約 1/2 スケールの十字形柱梁接合部架構とした。

試験体一覧を表－1 に，試験体 No.2 の試験体形状と配

筋を図－2 に各々示す。本構法の特徴は主梁と同サイ

ズの直交梁があり，接合部コンクリートの周囲にふさ

ぎ板を設けることである。柱断面寸法は 450×450mm  

 

*1 清水建設(株) 技術研究所 (正会員) 

*2 清水建設(株) 技術研究所 博士(工学) 

*3 清水建設(株) 設計本部 

表－1 試験体一覧 

試験体 

RC 柱 S 梁 

Dc/Db Bc/Bb

実験時コンクリート緒元 

備考 
軸力 

設計基準強度

Fc(N/mm2) 
主筋 

梁断面 

(SN490B)

フランジ降伏

強度σy(N/mm2)

圧縮強度

σB (N/mm2) 

弾性係数 

Ec(kN/mm2) 

No.1 

0.18・ 

BcDcFc 

36 
16-D22 

 (SD390) 

BH-500

x150x9x25
345 

0.90 3.0 42.3 29.5 標準 

No.2 36 
16-D22 

 (SD490) 

BH-600

x150x9x25
0.75 3.0 42.7 28.6 梁せい大 

No.3 60 
16-D22 

(SD490) 

BH-600

x150x9x28
349 

0.75 3.0 62.7 32.0 
梁せい大， 

高強度コンクリート

No.4 36 
16-D22 

(SD390) 

BH-500

x125x9x28
0.90 3.6 39.5 29.2 梁幅小 

＜共通＞柱断面 450x450mm，接合部ウェブ PL-6(SN490B):σy =402N/mm2， 

ふさぎ板 PL-3.2(SS400，隅角部冷間折り曲げ：外側半径=板厚の 3 倍):σy =344N/mm2 

(a) 従来架構       (b) 柱スリム化架構 

図－1 柱スリム化による柱 RC 梁 S構法 
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とした。実験パラメータは Dc/Db，柱幅 Bc と梁幅 Bb

の比(以下，Bc/Bb と呼ぶ)およびコンクリート強度とし，

各試験体とも想定破壊モードはパネル降伏型となる

よう計画した。試験体 No.1 および No.2 では，Dc/Db

をそれぞれ 0.90，0.75 とした。高強度コンクリート時

の接合部耐力を調べるために，No.3 ではコンクリート

強度を Fc60 とした。柱幅と梁鉄骨のフランジ幅の影

響を調べるために，No.4 では Bc/Bb を 3.6(No.4 以外で

は 3.0)とした。なお，いずれの試験体も接合部内ウェ

ブの降伏を先行させるため，梁鉄骨ウェブ厚(t=9mm)

よりも接合部内ウェブ厚を薄くした(t=6mm)。 

2.2 加力方法および計測計画 

加力は，上下柱の反曲点位置を想定した位置に水平

反力を取り，一定軸力( = 0.18BcDcσB；σB は実強度)

を載荷した状態で，左右の梁に鉛直変位を与え，正負

交番繰り返し載荷を行った。変位制御に用いた層間変

形角 R は，柱の上下反曲点位置で単純支持した計測フ

レームから計測した左右梁反曲点の鉛直変位(δBL，

δBR)をスパン(L=4000mm)で除して求めた(図－3)。加

力は，R=0.125%を正負 1 回載荷した後，R=0.25，0.5，

1.0，1.5，2.0%を正負 2 回ずつ，R=3.0%を正負 1 回，

R=5.0%を正側に 1 回載荷を行った。試験体の代表的な

ひずみ計測位置を図－4 に示す。 

2.3 破壊経過および荷重変形関係 

構造実験における層間変形角R=+5.0%ピーク時のひび

割れ状況を写真－1 に，荷重変形(Qc-R)関係を図－5 に

各々示す。各試験体で共通であった破壊経過を以下に

示す。R=0.25%前後で柱に曲げひび割れが生じ，

R=0.5%で直交梁のフランジ周りにひび割れが生じた。

R=0.5～0.9%付近で接合部内ウェブ中央部の降伏が始

まり，R=1.0%付近で S 梁フランジ近傍の柱に軽微なコ

ンクリートの圧壊が見られた。R=1.0～1.5%付近でふ

さぎ板が降伏し始め，R=±2.0%で正負載荷とも 大荷

重に至った後， 終変形角 R=+5.0%で柱頭柱脚部の支

圧破壊性状が確認された。以上より，全ての試験体は

破壊経過に基づき， 終破壊モードは接合部破壊と判 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断できる。なお，接合部内部の破壊性状を写真－1(e)

に示すが，ふさぎ板がない一般的な柱 RC 梁 S 接合部

の破壊性状と比べ，コンクリートの損傷は軽微である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ピン支持

δ'BR

θB =R （層間変形角）

δ'CB

δ'CU

π/2-γp α

β

δBL

δBR

δGV

δGH

H
・(

1
-
v/

2
)

u・L

v・
H

L・(1-u/2)L・(1-u/2)

H
・
(1

-
v/

2
)

αw

βw

αf

βf

 ふ さ ぎ板

＜ねじれ角＞
α=αw -αf
β=βw -βf
＜接合部せん断変形角＞
γp=βw -αf
　 =(γw +γf )/2+(α+β)/2

γf=βf -αf

ピンローラー支持

計測フレーム
(基準ライン)

 ウ ェ ブγw =βw -αw

図－2 試験体形状および柱断面 (No.2) 

図－3 構成部位の変形状態 
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  (a) ふさぎ板正面 (B 矢視)  (b) ふさぎ板側面 (C 矢視) 

  図－4 接合部パネル周辺鉄骨のひずみ計測位置 
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*S梁に接する部分を隅肉溶接
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ふさぎ板=四周
(nf =2)

ふさぎ板≠四周
(nf =1)

*ふさぎ板数nf の定義

ふさぎ板(拡大表示）

(e)内部破壊状況-代表例(a) No.1 (Dc/Db=0.90)   (b) No.2 (Dc/Db=0.75)   (c) No.3 (Dc/Db=0.75)   (d) No.4 (Dc/Db=0.90)   

       写真－1 試験体ひびわれ状況 
※No.2 加力後ふさぎ板切除，

左半分のみひび割れ記入 
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3. 柱梁接合部に関する設計式の提案 

3.1 せん断耐力評価式の構成および有効断面係数 

 接合部を構成する要素として鉄骨ウェブ，ふさぎ板お

よびコンクリートパネルを考慮し，接合部の許容せん断

力は各構成要素による負担せん断力の総和として式(1)

～式(5)に示される。 

鉄骨ウェブおよびふさぎ板の負担せん断力について

は，計測ひずみに対し，ひずみ増分理論 5)に基づき平面

応力を求め，せん断成分を積分して負担せん断力を算出

し，鉄骨ウェブおよびふさぎ板のせん断耐力に寄与する

断面の割合を示す係数(以下，有効断面係数と呼ぶ)を求

めた。実験結果および材料定数に基づき求められた各構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成要素の有効断面係数を表－2 に示す(終局耐力は層間

変形角 R=2.0%を想定)。 

鉄骨ウェブの有効断面係数(k1)については，No.3 にお

いて，従来の設計法 1)～4)における有効断面係数(=0.9)とほ

ぼ同等であるものと判断できる。一方，No.1，2，4 では，

鉄骨ウェブがすでに降伏しているのにもかかわらず，有

効断面係数としては k1<exp>=0.83～0.88 であった。した

がって，従来の設計法における有効断面係数の修正が必

要であると判断できる。ふさぎ板の有効断面係数(k2) に

ついては，各試験体とも k2<exp>≒0.9 であったことから，

従来の設計法における有効断面係数(=0.9)とほぼ同等で

あるものと判断できる。コンクリートパネルの有効断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No.1 No.2 No.3 No.4

Qw (kN) 549 519 561 527

k1<exp> 0.876 0.829 0.895 0.841

k1<org> 0.900 0.900 0.900 0.900

φr1・k1<org> 0.873 0.831 0.900 0.841

∑Qf  (kN) 530 564 543 509

k2<exp> 0.927 0.986 0.950 0.889

k2<org> 0.900 0.900 0.900 0.900

Qcp (kN) 825 688 1111 817

σB(N/mm2) 42.3 42.7 62.7 39.5

φr・k3<exp> 0.339 0.281 0.375 0.351

φr・k3<org> 0.411 0.363 0.363 0.411

φr3'・φr・k3<org> 0.343 0.266 0.363 0.328

expQpi 1904 1771 2214 1853

orgQp 2080 1969 2155 2037

org'Qp 1897 1688 2155 1807

許容せん断力
計算値 (kN)

ふさぎ板［k2 ］
(Df =450mm,
tf =3.2mm,

σfy=344N/mm2)

ウェブ［k1 ］
(Db =450mm,

tw=6mm,

σwy=402N/mm2)
構
成
要
素
・
有
効
断
面
係
数

ｺﾝｸﾘｰﾄパネル
［k3 ］

(Dc=450mm,
Bc=450mm)

作用せん断力 (kN)

試験体

表－2 各構成要素の有効断面係数一覧 
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図－5 柱せん断力-層間変形角関係 
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k1：有効断面係数， wσy：引張降伏強度 
tw：板厚 ，Dw：水平長さ(=Dc：柱せい) 

k2：有効断面係数，fσy：引張降伏強度 
tf：板厚，Df：水平長さ(=Dc：柱せい) 
nf：ふさぎ板の枚数(=2or1) *ふさぎ板が四周に 

ない場合，k1,k2,k3 を 0.9 倍に低減する 

k3：有効断面係数，τc：せん断強度(=0.3・σB) 
φr：コンクリート強度に対する低減係数(1.0以下)
k0：梁が偏芯している場合の断面低減係数 
Bc：柱の幅，Dc：柱のせい 

cpfwp QΣQQQ 

(3)

(4)

(5)

(2)

従来の柱 RC 梁 S 構法設計式 1)～4) 
cdbb s/)MM( QQ pi  21

Qpi：接合部に作用するせん断力 
Mb1，Mb21：左右梁の曲げモーメント 
sd：鉄骨梁のフランジの応力中心間距離 
Qc：上下柱の平均せん断力 

(1)

Qp：接合部の許容せん断力 
Qw：ウェブによる負担せん断力 
ΣQf：ふさぎ板による負担せん断力総和 
Qcp：コンクリートパネルの負担せん断力 

*1 Qcp ：コンクリート負担せん断力 [= expQpi - ( ∑pQf + pQw ) ] 

*2 expQpi ：接合部作用せん断力実験値 ( R=2.0% )  

*3 orgQp ：従来の設計式による接合部の許容せん断力 

*4 org’Qp ：修正した設計式による接合部の許容せん断力 
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係数(k3)については，No.3 において k3<exp>は計算値以

上であった。一方，No.1，2，4 では，k3<exp>はいずれ

も計算値以下であったことから有効断面係数の修正が必

要であると判断できる。 

以上より，高強度コンクリートを用いた No.3 では各構

成要素の有効断面係数は従来の設計法とほぼ同等であっ

たが，普通強度コンクリートを用いた No.1，2，4 では鉄

骨ウェブおよびコンクリートパネルの有効断面係数(k1，

k3)の修正が必要である。 

3.2 修正評価式の提案 

従来架構と柱スリム化架構における鉄骨ウェブおよ

びコンクリートパネルの想定応力伝達機構を各々図－6

に示す。終局時において，接合部内ウェブはほぼ全域が

せん断降伏応力度に達している状態および S 梁と接合部

内の鉄骨ウェブのせん断応力が切り替わる領域(柱フェ

イスから 外縁柱主筋位置)を考慮し，有効断面係数を決

定している。したがって，柱スリム化架構では従来架構

と比べ，接合部内における応力切り替え領域の占める割

合が大きくなることから，せん断降伏応力度に達する領

域の割合が小さくなることが予想され，有効断面係数の

修正が必要となる。 

コンクリートパネルは図－6(b)のような圧縮ストラッ

トが形成され，ストラットの水平成分が負担せん断力に

寄与すると想定し，有効断面係数を決定している。柱ス

リム化架構では従来架構と比べ，圧縮ストラットのなす

角度θが大きくなるため，ストラットの圧縮応力度が同

じ大きさとすると水平成分の負担せん断応力度はより小

さくなることが予想される。従来設計式では Dc/Db≧1.0

の範囲における実験結果の回帰によって，有効断面係数

を決定している。Dc/Db＜1.0 の範囲における圧縮ストラ

ットのなす角度による影響を考慮するため，有効断面係

数の修正が必要となる。 

 鉄骨ウェブの有効断面係数 k1＜exp＞の評価にあた

って，コンクリート強度および断面せい比，柱幅梁幅

比による影響を考慮する。また，コンクリートパネル

の有効断面係数 k3＜exp＞の評価にあたって，コンク

リート強度による影響および断面せい比による影響

を考慮する。実験結果に基づき，回帰分析を行った結

果，各実験係数として下式(6)，(7)が得られた。 
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なお，φr1，φr3’はそれぞれ鉄骨ウェブ，コンク

リートパネルに対する低減係数とし，実験結果と設計

式による結果との比較を図－7 に示す。これらの結果

によると，Dc/Db=0.75,0.90 の場合には，従来の有効断 
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(a) ウェブの有効断面係数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) コンクリートパネルの有効断面係数 

図－7 断面せい比と有効断面係数の関係
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bTt，bTb ：接合部に作用する上下梁フランジの引張力 

ｂCt，bCb ：接合部に作用する上下梁フランジの圧縮力 

cTt，cTb ：接合部に作用する上下柱の引張力 

cCt，cCb ：接合部に作用する上下柱の圧縮力 

ds  ：想定する応力切り替え領域 

τj ：接合部内ウェブが負担するせん断応力度 

τb ：梁ウェブが負担するせん断応力度 

Fa ：想定する圧縮ストラットによりコンクリートパネルが負担する圧縮力 

θ ：想定する圧縮ストラットのなす角度 

τcj ：アーチ機構によりコンクリートパネルが負担するせん断応力度 

従来架構(Dc/Db≧1.0)    柱スリム化架構(Dc/Db<1.0) 
(b) コンクリートパネルの圧縮ストラット 

従来架構(Dc/Db≧1.0)   柱スリム化架構(Dc/Db<1.0)
(a) ウェブのせん断応力度分布 

ふさぎ板

S 梁 

RC 柱 

直交梁

ds ds

図－6 ウェブおよびコンクリート 

    パネルの想定応力伝達機構 
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面係数に対して，低減係数を考慮すれば接合部の許容

せん断力の評価が可能であることがわかった。 

 

4. 3 次元有限要素解析による検証 

4.1 解析概要 

実験で得られた荷重変形関係と接合部内部の応力

状態を検証するため，No.1 および No.2 について 3 次

元弾塑性 FEM 解析(解析コード:ATENA-3D)を行った。 

解析モデルを図－8 に示す。解析モデルは試験体の

対称性を考慮して，1/2 断面を解析対象とした。S 梁お

よびコンクリートは 8 節点ソリッド 1 次要素，載荷点

の鋼板は 16 節点ソリッド 2 次要素とした。また，材

料定数には各試験体の材料試験に基づく値を用いた。

なお，鉄筋(主筋，せん断補強筋)のモデルについては

全て埋め込み式離散鉄筋モデルとし，鉄筋とコンクリ

ート間の付着は完全付着とした。鉄骨とコンクリート

との接触面は摩擦力および付着力を考慮するためイ

ンターフェイス要素を設け，圧縮力を伝達する設定と

し，せん断力に対しては摩擦係数を 0.4(鋼構造接合部

設計指針 6))とし，付着力はないものとした。 

4.2 解析結果 

実験および解析から得られた荷重変形関係(包絡線)の

比較を図－9 に示す。いずれの解析ケースにおいても，

微小変形から R=1.0%付近は実験結果とよい整合を示す

ことが確認できた。R=1.0％以降は解析値の剛性低下は小

さく，実験結果と差異がみられ，R=2.0％の終局耐力時に

ついては，両試験体の正負側ともに実験結果を上回って

いたものの，解析により実験から得られた荷重変形包絡

線を概ね再現できたといえる。 

4.3 接合部周りの応力状態の検証 

接合部の各構成要素が負担するせん断力を評価する 
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ため，解析ケースにおける接合部周りのせん断応力度分

布にいて分析を行う。実験のひずみ計測位置と対応す

る各解析ケースの鉄骨ウェブおよびふさぎ板のせん

断応力度分布を図－10 に示す。また，パネル内のコン

クリートは，幅方向において計測した 5 点の平均せん

断応力度の水平方向分布を示す。 

各解析ケースにおいて，鉄骨ウェブのせん断応力度

は実験結果と比べて降伏に至る変形角が小さいが，ふ

さぎ板については，せん断応力度の分布形状は実験結

果と各変形角において概ね一致しており，終局耐力時

である R=2.0%においてもせん断応力度を再現できて

いた。コンクリートのせん断応力度分布は No.1，No.2

ともほぼ同様の分布性状を示したが，平均せん断応力

度 anτcj はいずれも実験結果と比べ大きい値となり，

解析ケースごとの比較では，梁せいの小さい No.1 が

No.2 と比べ若干大きい値を示した。 

ここで，解析結果における接合部の各構成要素の負担

せん断力および作用せん断力を算定した結果を表－3 に

示す。柱せん断力から算出した anQpi と各構成要素のせ

ん断力の総和であるΣanQpi は実験結果と概ね整合し，

各構成要素のうち，鉄骨ウェブとふさぎ板は実験結果と

概ね一致することが確認できた。鉄骨ウェブのせん断応

力度コンターを図－11 に示すが，接合部の中央付近で

はほぼ同様の応力分布であることがわかる。 

一方，コンクリートパネルは実験結果と比べ解析結果

の方が大きい値となったが，梁せいが大きくなった場合

にコンクリートパネルの負担せん断力が低下する傾向は

一致していた。コンクリートパネルの負担力が大きく評

価された要因については今後の課題とする。 

以上，解析による検討から，接合部の各構成要素の負

担せん断力の傾向を概ね再現できた。 

 

5. まとめ 

従来の柱 RC 梁 S 構法の適用範囲拡大のため，柱せ

いより梁せいが大きい範囲(Dc/Db=0.75,0.90)で構造実

験および 3 次元 FEM 解析を行い，以下の知見を得た。 

1) 接合部の耐力は Dc/Db=0.75,0.90 の場合には，従来

の有効断面係数を準用し，鉄骨ウェブおよびコン

クリートパネルに対する低減係数を考慮すること

で評価できる。 

2) No.1 および No.2 について 3 次元 FEM 解析を行った

結果，荷重変形包絡線は実験結果と概ね良い対応を示

した。解析結果により得られた接合部のせん断応力

度分布から各構成要素の負担せん断力を算出した結

果，実験結果と概ね一致することが確認できた。しか

し，コンクリートパネルの負担せん断力について精度

よく評価するためには，さらなる検討が必要である。 
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図－11 ウェブのせん断応力度τyzコンター(R=2.0%)

No.1 No.2

exQw  (kN) 549 519

k1<exp> 0.876 0.829

anQw (kN) 575 566

k1<an> 0.918 0.903

ex∑Qf(kN) 530 564

k2<exp> 0.927 0.986

an∑Qf(kN) 514 520

k2<an> 0.899 0.909

exQcp(kN) 825 688

k3<exp> 0.339 0.281

  exτcj (N/mm2) 4.07 3.40

anQcp(kN) 1094 899

k3<exp> 0.417 0.346

  anτcj (N/mm2) 5.40 4.44

expQpi 1904 1771

anQpi 2172 1989

ΣanQpi 2183 1985

ｺﾝｸﾘｰﾄパネル
［k3］

(Dc=450mm,
Bc=450mm)

作用せん断力(kN)　

接
合
部
構
成
要
素
・
有
効
係
数

ふさぎ板［k2］
(Df=450mm,
tf=3.2mm,

σfy =344N/mm2)

試験体

ウェブ［k1］
(Db=450mm,

tw=6mm,

σwy=402N/mm2)

*1

*2

*3

*6

*7

*4

*5

表－3 各構成要素の有効断面係数一覧(解析) 

*1 anQw ：解析結果から算出した鉄骨ウェブの負担せん断力 

*2 an∑Qf ：解析結果から算出したふさぎ板の負担せん断力の総和 

*3 exτcj ：実験結果から算出したコンクリートパネルの負担せん断力をコン 

クリート全断面で除したせん断応力度 (= exQcp / (Dc×Bc)) 
*4 anQcp ：解析結果から算出したコンクリートパネルの負担せん断力 

*5 anτcj ：解析結果から算出したコンクリートパネルの負担せん断力をコン 

クリート全断面で除したせん断応力度 (= anQcp / (Dc×Bc)) 

*6 anQpi ：柱せん断力から算出した接合部作用せん断力実験値 ( R = 2.0% )

*7 anΣQp ：解析結果から算定した各構成要素の負担せん断力の総和 

 (= anQw + anΣQf + anQcp ) 
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